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Forevaluatingthedevelopingprocessofspecialneedseducationsystemathighschoollevelin"P"prefecture,an

attitudesurveywascarriedoutin2011.Subjectsofthesurveywereasfollows,headteachersofeachgrade,school

nurses,specialneededucationcoordinators,andheadteachersofcareerguidanceineachhighschoolin"P"prefec-

ture.Thedatawascomparedwiththeresultsofformersurveysconductedin2007and2009atthesamefield.Onthe

whole,wecouldnotfindoutdrasticchangesateachquestioninallsubjectgroups,expectschoolnurses.Duringtwc

years,theyweremoreconcernedwithmaking"individualizededucationalsupportplan"and"individualizedinstruc-

tionalprogram".Thisresultindicatedthatimportanceoftheroleofschoolnursewasgettingbiggerandbiggerinthe

systemofspecialneedseducationathighschoollevel.Judging廿omthepointofdevelopingprocessofthesystem,

manydata廿omthesurveyinhighschoolswerestaylowerthandatafromcompulsoryeducationlevel・Thisisone

wehavetodiscussabouttopromotespecialneedseducationinhighschoollevel.
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1．問題と目的

2007（平成19)年4月1日の学校教育法の一部改

正により，「特殊教育」から「特別支援教育」へのパ

ラダイム転換がなされた．「特別支援教育」とは，「障

害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体

的な取組を支援するという視点に立ち，幼児児童生徒

一人一人の教育的ニーズを把握し，その持てる力を高

め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため，適

切な指導及び必要な支援を行うもの」であり，「すべ

ての学校において，障害のある幼児児童生徒の支援を

さらに充実していく」と述べられている．「特別支援

教育の推進について（通知)」では，高等学校におい

ても障害のある生徒への教育を行うことが強調されて

いる（文部科学省，2007)．

しかし，「平成23年度特別支援教育体制整備等状況

調査」（文部科学省,2012)によると，高等学校の体
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制整備は調査が開始された2006（平成18)年度から

年々進んでいるものの，小・中学校と比べると十分と

はいえない(Fig.l).たとえば，「校内委員会の設置」
について，小学校99.4％，中学校は95.3％であるの

に対し，高等学校では82.4％である．「特別支援教

育コーディネーターの指名」では，小学校は99.3％・

中学校は94．7％,高等学校は75.4％である．さらに．

｢個別の指導計画の作成」は，小学校は89.6％，中学

校は79.0％，高等学校は17.7%であり，小・中学校

とは大きな差が見られる．中学校で学んだ通常の学級

に在籍する特別なニーズのある生徒の多くが高等学校

に進学するのに対して，高等学校の特別支援教育体制

は必ずしも十分整備されているとはいえない．また．

文部科学省の調査はあくまで特別支援教育体制の整備

について尋ねたものであり，特別支援教育を担う教員

の意識について尋ねたものではない特別支援教育体

制の進展をのぞむには，教員の意識も向上する必要が

ある．これまで,p県の高等学校教員の特別支援教育
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平成23年度特別支援教育縦li'l整伽状況洲査調査結果（文部科学徴,2012)よミ

Fig.l幼・小・中．高の特別支援教育体制整備状況

体制に関する意識について,松浦(2008).熊川(2009)

が調査している．本稿はP県内の高等学校の教員を

対象に，特別支援教育についての体制整備及び意識調

査を行い，これまでの調査と比較することで,p県の

高等学校における特別支援教育の現状と課題を明らか

にすることを目的とする．

れぞれの質問項目は大きく分けて以下の4つのカテゴ

リーから構成される．

①回答者及び|回I答者の学校・学級・免許等について

②特別支援教育についての知識・理解について

③支援体制について

④特別支援教育を進めていく上での今後の課題

2．方法 3．結果

P県内の高等学校および高等専門学校97校のうち

52校から1m|答があり，回収率は約53.6％であった．

回答があった学校のうち統廃合のため無回答の学校を

除き，有効回答数を51校とした．内訳は，学級担任

98名,養謹教諭54名,特別支援教育コーディネーター

54名，進路指導主事54名であった．

本稿では，各|環害についての理解について経年変化

をみた．また，他の項目については紙面の制限上．過

去のデータとの間に有意差が見られた項目についてと

りあげた．

1）対象

P県内の全高等学校97校を対象としたその内訳

は，全日制84校［県立62校・私立22校]，定時制一

単･位制・通信制高等学校11校［県立9校私立2̂ 1.

高等専門学校2校である．各校の学級担任,養護教諭

特別支援教育コーディネーター，進路指導主事を対象

とした特別支援教育コーディネーターが指名されて

いない場合は教頭へini答を依頼した．

2）調査手続き

先行研究の調査方法を踏襲し，各学校長宛にアン

ケーI､を配布し，各担当者記入後に各学校で一括して

返送してもらう郵送法を用いた調査期間は2011年

7月上旬から9月中旬までの約二ケ月とした．

1）「回答者及び回答者の学校・学級・免許等」の項に

ついて

(1)「特別支援教育コーディネーターの担当学級の有

無」の項について

特別支援教育コーディネーターに対して，担当学級

の有無を尋ねた結果をFig.2に示した．
/"検定を行った結果.5%水準で有意差が見られた．

(/'(1)=4.637,p<.05).

3）調査内容

アンケートは，熊川（2009）が用いたアンケート

用紙をもとに作成した．質問紙は，学級担任（第2学

年1組の担任に依頼)．養護教諭特別支援教育コー

ディネーター．進路指導主事の4種類を用意した．そ
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(2)[ADHDの理解」の項について

「注意欠陥／多動性障害(ADHD)について，どの

程度ご存知ですか」という質問に対して，「生徒が示

す行動・状態及びそれらの生徒に対する具体的な支援

方法などいくつか説明できる｣，「生徒が示す状態をい

くつか挙げることができる｣，「言葉は聞いたことがあ

る｣，「初めて聞いた｣，「その他」の5件法を用いて回

答を求めたその結果のうち，「生徒が示す行動・状

態及びそれらの生徒に対する具体的な支援方法などい

くつか説明できる」と回答した教員の割合をFig.4に
示した．

F寧一

;：
iー

灘
跳
蕊

2007

64％ 7 %

2011

88％
12％

隠担任撫非担任懐不明

Fig.2特別支援教育コーディネーターの担当学級の有無

2）「特別支援教育についての知識･理鯛の項について

(i)Tldの理解」の項について

「学習障害(LD)について，どの程度ご存知ですか

という質問に対し，「生徒が示す行動・状態及びそれら

の生徒に対する具体的な支援方法などいくつか説明で

きる｣，「生徒が示す状態をいくつか挙げることができ

る｣，「言葉は聞いたことがある｣，「初めて聞いた｣，「そ

の他_|の5件法を用いて回答を求めた.その結果のうち

｢生徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対する具

体的な支援方法などいくつか説明できる」と回答した

教員の割合をFig.3に示した．

０
０
０
０
０
０

０
８
６
４
２

１

2007 20()9 201

… 穆 … 画 担 任 ～ 養 謹 教 諭

一コーディネーター一一進路指導主事

０
０
０
０
０
０

０
８
６
４
２

１

Fig.4ADHDの理解
舞踊￥器一や郡毒蝉呼早器

学級担任の回答においては，2007年：174名中31

名(178％),2009年:154名中33名(21.4%),2011年：

97名中22名(22.7％)であった．養護教諭においては，

2007年：64名中23名（35.9％)，2009年：69名中

41名(59.4%).2011年:54名中35名(64.8%)で

あった．特別支援教育コーディネーターにおいては，

2007年：59名中19名(32.2%).2009年:69名中

38名(55.1%),2011年:52名中36名(67.9%)で

あった．進路指導主事においては，2007年：63名中

10名(15.9%),2009年66名中17名(25.8%).2011年：

54名中17名(31.5%)であった．

校務分掌毎に，2009年と2011年との間でX*検定を
行った結果，すべての項目に有意差は見られなかった．

pW－U今耐

2009 20112007

圭竺デｨﾈーﾀーー"…‘
一養謹教諭

Fig.3LDの理解

学級担任の回答においては，2007年:174名中35

名(20.1%),2009年:154名中32名(20.8%),2011年：

97名中18名(18.6%)であった．養護教諭においては

2007年：64名中26名（40.6％)，2009年：69名中

36名(522％),2011年:53名中30名(56.6％)であった

特別支援教育コーディネーターにおいては，2007年：

59名中25名(42.4%),2009年:69名中51名(59.4%),

2011年:52名中32名(61.5%)であった．進路指導

主事においては，2007年：63名中11名(17.5%),

2009年：66名中21名(31.8%),2011年:54名中

19名(35.2%)であった．校務分掌毎に,2009年と

2011年との間でyi2検定を行った結果においてすべて
の項目に有意差は見られなかった．

(3)[H恥の理解」の項について

「高機能自閉症(1-1FA)について，どの程度ご存知

ですか」という質問に対して，「生徒が示す行動．状

態及びそれらの生徒に対する具体的な支援方法などい

くつか説明できる｣，「生徒が示す状態をいくつか挙げ

ることができる｣，「言葉は聞いたことがある｣，「初め

て聞いた｣,｢その他」の5件法を用いて回答を求めた．

その結果のうち．「生徒が示す行動．状態及びそれら
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の生徒に対する具体的な支援方法などいくつか説明で

きる」と回答した教員の割合をFig.5に示した．

2011年において，小学校担任(511名中）の回答

は,LD:228名(44.6%),ADHD:243名(47.6%),

HFA:205名(40.1%),中学校担任(191名中）の回

答は,LD:45名(23.6%),ADHD:48名(25.1%),
HFA:39名(20.4%)であった高等学校担任の回

答は上記のとおり,:LD:97名'I'18名(18.6%),

ADHD:97名中22名(22.7%),HFA:96名中22名

(22.9％）である．2011年の高等学校の結果と，小・

中学校との結果でX2検定を行った結果,LDの理解

について高等学校は小学校より1%水準で有意に低

く(/'(0=10.483,p<.O1).ADHDの理解について高

等学校は小学校より1%水準で有意に低く(;r(1)=

8.541,p<､01).HFAの理解について高等学校は小学校

より5％水準で有意に低かった(̂(1)=4.609,p<.05).
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Fig.5HFAの理解
3）「支援体制」の項について

(1)「養護教諭の“個別の教育支援計画”“個別の指導

計画”の作成への関与の経験の有無」の項について

養護教諭への質問で「"個別の教育支援計画”“個

別の指導計画”の作成への関与の経験がありますか」

という質問項目に対して，「はい｣，「いいえ」の2件

法で回答を求めたその結果をFig.7に示したxr

検定を行った結果，5％水準で有意差が見られたix*

(1)=3.959,p<.05).

学級担任の回答においては，2007年:174名中33̂ ,

(19.0%).154名中36名(23.4%),2011年:96名中22名

(22.9％）であった養護教諭は2007年：69名中41名

(59.4%).2011年:53名中34名(64.2%)であった．特

別支援教育コーディネーターにおいては，2007年:59窮

中19名(32.2%),2009年:69名中39名(56.5%),2011年

53名中33名(623％)であった．進路指導主事においては．

2007年:63名中6名(9.5％),2009年66名中14名(21.2%),

2011年:54名中17名(31.5%)であった．

校務分掌毎に，2009年と2011年との間でX*検定を
行った結果，すべての項目に有意差は見られなかった
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32％(4)P市の小・中学校調査との比較

今回の調査結果と同年に丸山(2011)が行った犀

市内の小学校における調査結果，星野(2011)が行っ

たP市内の中学校における調査結果との比較を行っ

た.LD.ADHD,HFAの理解について上記と同様に

尋ね，その結果のうち，それぞれの障害について「生

徒が示す行動・状態及びそれらの生徒に対する具体的

な支援方法などいくつか説明できる」と回答した教員

の割合をFig.6に示した．
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■ある 露なし 園不明

Fig.7計画作成の経験

(2)「特別支援教育コーディネーターの学年会で取昨

上げてほしい問題」の項について

校内の支援体制に「学年会での話し合いがある」と

回答した特別支援教育コーディネーターに対して，「学

年会で取り上げてほしいと思う生徒の問題とは何です

か．それぞれ3つまでお答えください」と尋ねた．選ば

れた3つの項目を順位不同で集計したものをFig.8に示
した．

回答においては，「多動などの行動面での問題」が

2009年:39名中2名(5.1%).2011年:34名中8名(23.5%),

｢自閉症」が2009年：39名中1名(2.6%).2011年：
34名中2名（5.9％),｢感情のコントロール」が2009年：

琴子
LDの理解

ADHDの理解

HFAの理解

0 2 0 4 0 6 0

■小学校担任懸中学校担任園高校担任

Fig.6P市小・中学校との比較

鴬躍際羅購l擬鰯製！

篭
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39名中6名(15.4%).2011年:34名中2名(5.9%).｢生

徒指導上の諸問題」が2009年:39名中14名(35.9%).

2011年:34名中5名(14.7%),「学習障害又は学習の

遅れ」が2009年：39名中11名(28.2%).2011年:34

名中11名(32.4%),「知的障害」が2009年:39名中乞

名(0%),201l年34名中1名(2.9%),｢身体面での問題

が2009年：39名中1名(2.6%).2011年:34名中皇

名(11.8%),｢不登校｣が2009年:39名中11名(28.2%),

2011年:34名中9名(26.5%)、「対人関係のトラブル

が2009年：39名中8名(20.5%),2011年:34名中皇

名(11.8%),｢身辺自立など生活技能上の問題｣が2009年：

39名中8名(20.5%),2011年:34名中4名(11.8%),

｢家庭環境の問題」が2009年：39名中8名（2“％>；

2011年:34名中5名(14.7%).「保護者との連携」か

2009年：39名中11名(28.2%),2011年:34名中8名

(235％)，「話し言葉の発達の問題」が2009年：39名

中1名(2.6%).2011年:34名中1名(2.9%),「紬黙

が2009年：39名中0名(0%),2011年:34名中0名

(0％)，「外国籍」が2009年：39名中0名（0％)，20龍

年:34名中0名（0％)，「進路･進学の問題」が2009年

39名中11名(28.2%).2011年34名中6名(17.6%).｢そ

の他」が2009年：39名中1名(2.6%).2011年:34

名中0名(0％),｢不明｣が2009年:39名中12名(30.8%).

2011年34名中0名(0%)であった．

X2検定を行った結果,「多動などの行動面での問題」

の項目に有意に高くなっている傾向があった

(/M1)=2.708,.05<p<.10).

40

30

4）「特別支援教育を進めていく上での今後の課題」の

項について

特別支援教育コーディネーターに対して，「鵬別支援

教育』を進めていくうえでの課題となることは何である

とお考えですか．重要と思われる順に3つお選びくださ

い」と尋ねた選ばれた3つの項目を順位不同で集計

したものをFig.9に示した．
特別支援教育コーディネーターの回答において,｢人

員加配･人員確保」が2009年:69名中29名（42.0％)，

2011年:53名30中名(56.6%),「教員間の共通理解

や協力,意識改革」が2009年:69名中27名(39.1%),

2011年:53名中21名(39.6%),「保護者の理解，協

力，連携」が2009年:69名中23名(33.3%),2011

年：53名中17名(32.1%),「担任の負担過多，多忙

さ，時間の確保」が2009年:69名中27名(39.1%),

2011年:53名中21名(39.6%)↑「専門知識の不足，

研修への参加」が2009年：69名中21名(30.4%).

2011年:53名中12名(22.6%).「校内の支援体制づ

くり」が2009年:69名中16名(23.2%).2011年：

53名中10名(18.9%).「個別の教育支援計画・個別

の指導計画の作成」が2009年:69名中3名（4.3％)，

2011年:53名中2名(7.5%).「管理職の意識，理解」

が2009年：69名中3名(4.3%),2011年:53名中

1名(1.9%),「専門機関との連携」が2009年:69名

'I.12名(17.4%),2011年:53名中8名(15.1%).

｢特別な教育的ニーズのある生徒への正しい理解」が

2009年:69名中22名(31.9%),2011年:53名

中24名（45.3％)，「周囲の生徒や保護者の理解」が

2009年：69名中7名(10.1%),2011年:53名中5

＝

伽
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Fig.8学年会で取り上げてほしい問題
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Fig.9特別支援教育を進めていく上での今後の課題

別支援教育コーディネーターの重要性が意識され，専

任できるようになったものと考えられる．

名（9.4％)，「予算」が2009年：69名中0名（0％〉

2011年:53名中0名(0%).「不明」が2009年:69

名中5名(7.2%),2011年:53名中0名(0%).「そ

の他」が2009年：69名中0名(0%).2011年：垂

名中0名（0％）であった

/~検定の結果,全ての項目に有意差は見られなかった
選ばれた割合が高い項目を上から順に3つ並べる

と，2009年は「人員加配・人員確保」(42.0%).「教

員間の共通理解や協力，意識改革」(39.1%).「担

任の負担過多，多忙さ，時間の確保」（39.1％）で

あったのに対し.2011年では「人員加配・人員確保一

(5“％)，「特別な教育的ニーズのある生徒への正し

い理解」（45.3％)，「教員間の共通理解や協力，意識

改革」（39.6％)，「担任の負担過多，多忙さ，時間の

確保」（39.6％）というように，「特別な教育的ニーズ

のある生徒への正しい理解」について高い意識を置く

ようになってきたことが明らかになった．

2）「特別支援教育についての知識･理鯛の項について

LDの理解,ADHDの理解.HFAの理解に関して

2011年と2009年との比較において，それぞれ有意差

は見られなかった．養護教諭，特別支援教育コーディ

ネーター，進路指導主事について，2009年と比較し

数値は若干上昇しているが，高等学校の学級担任は依

然として低い割合のままであった．小学校学級担任調

査結果（丸山.2011)と比較すると，高等学校はP県．

小学校はP市のデータであるが，それぞれの障害の

理解の項において有意に低い．これは，生活・学習全

般にきめ細やかな指導を行うことが必要な小学校教員

に比べ，高等学校は学級担任が特別な教育ニーズのあ

る生徒に対して担当授業やホームルーム以外で支援を

行う機会が少なく，多くの具体的な支援方法を考える

機会が少ないためと考えられる．

(2)「特別支援教育コーディネーターの学年会で取り

上げてほしい問題」の項について

今回の調査では，特別支援教育コーディネーターが

学年会で取り上げてほしい生徒の問題として，「多動

などの行動面」の項目が大きく増加していることが明

らかになった．これは校内支援体制整備がある程度進

み，障害の基礎的な知識・理解が広まっていく中で，

特別な教育ニーズのある生徒の行動面について，教員

の共通理解を図り。行動上の問題等をどのように解決

4．考察

1）「回答者及び回答者の学校・学級・免許等」の項に

ついて

特別支援教育コーディネーターの担当学級の有無に

ついて質問において.2011年は2009年と比較して担

当学級をもっている割合が5％水準で有意に低くな缶

ている．これは高等学校において特別支援教育が推進

され，校内の支援体制の整備が行われていく中で，特
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していくか等についても意識が向くようになってきた

ためと考えられる．

3）「支援体制」について

(1)「養護教諭の“個別の教育支援計画”“個別の指導

計画”の作成への関与の経験の有無」について

今回の調査結果で，養護教諭の個別の教育支援計画

や個別の指導計画への関与の経験が有意に増加してい

ることが明らかになった．個別の教育支援計画や個別

の指導計画作成時には生徒の心身面を-'一分考慮する必

要があるため，それを専I"Iとする護護教諭の協力が必

須となっていると予想される．出口・楠本・菅野・横

田（2009）は，養護教諭の専|Ⅱ1性の向上が求められ

る理由について，学校保健とメンタル支援などの専門

職として教職員や保護者，生徒からの相談を受ける機

会が多いことを挙げている．生徒や保謹者の相談の窓

口としての機能ももつ養護教諭は，特別支援教育に関

する専門性の向上を図りつつ，｜司時に養護教諭の視点

での高等学校における特別支援教育の推進を担ってい

くことが期待される．

4）「特別支援教育を進めていく上での今後の課題」に

ついて

今回の調査結果では2009年調査との間に有意差は見

られなかったが，特別支援教育コーディネーターが考え

る今後の課題として「特別な教育的ニーズのある生徒

への正しい理解」が多くあげられている．障害に関する

基礎的な知識・理解の進展に伴い，高等学校の中で支

援を行う場合，障害の理解に加えてその生徒自身の特

’性や行動面，心理状況を教員全体で理解することに重

点を置くことが課題と考えられているといえよう．

また,星野(2011)はP市の中学校調査結果において，

特別支援教育コーディネーターが「人員加配，人員確

保」を課題としながらも,それに関連するであろう「予

算」の項目の重要度を高く回答した特別支援教育コー

ディネーターはなく，「予算」の確保というより，現

在の予算の中でいかに効率よく人員を確保するという

問題に教員のニーズが高まってきているのではないだ

ろうかと述べている．今lnIの高等学校における調査で

も,「人員加配･人員確保｣と回答した特別支援教育コー

ディネーターは53名30中名（56.6％）と高い割合を

示しているのに対し，「予算」と回答した特別支援教

育コーディネーターは53名中0名（0％）という結

果であった.高等学校においても|司様のことがいえる．

5．結論

本研究では，特別支援教育体制の進展の現状と課題

を明らかにするため.p県の高等学校の特別支援教育体

制の整備状況について，学年主任，養護教諭，特別支

援教育コーディネーター，進路指導主事のそれぞれの

意識を調査した．2007年，2009年の調査データと今回

(2011年）を比較検討した結果，各項目について，低下

した項目は見られなかったが，前回の2009年調査ほど

大きな伸びはなかった．また，小・中学校の調査結果

と比較すると，低い項目も多い．高等学校の特別支援

教育体制において，教員の知識・理解は進んでいるが，

具体的な指導の向上等がさらなる課題と考えられる．

一方，養護教諭の“個別の教育支援計画”“個別の

指導計画”の作成への関与の経験等は増加しており，

高等学校の特別支援教育体制の整備において養護教育

の役割が強くなっていると考えられる．
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